
 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     内  訳 

事業の種類 
雇用保険率 

失業等給付・育児休業給付の料率 二事業の料率 

被保険者負担分 事業主負担分 

いわゆる一般の事業 
1,000 分の 14.5 

〔1,000 分の 15.5〕 

1,000 分の 5.5 

〔1,000 分の６〕 

1,000 分の 5.5 
〔1,000 分の６〕 

1,000 分の 3.5 
〔1,000 分の 3.5〕 

計 1,000 分の 9 
〔1,000 分の 9.5〕 

いわゆる農林水産業 

（一部は一般と同じ） 

清酒の製造の事業 

1,000 分の 16.5 

〔1,000 分の 17.5〕 

1,000 分の 6.5 

〔1,000 分の７〕 

1,000 分の 6.5 
〔1,000 分の７〕 

1,000 分の 3.5 
〔1,000 分の 3.5〕 

計 1,000 分の 10 
〔1,000 分の 10.5〕 

いわゆる建設の事業 
1,000 分の 17.5 

〔1,000 分の 18.5〕 

1,000 分の 6.5 

〔1,000 分の７〕 

1,000 分の 6.5 
〔1,000 分の７〕 

1,000 分の 4.5 
〔1,000 分の 4.5〕 

計 1,000 分の 11 
〔1,000 分の 11.5〕 
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令和７年度の雇用保険の保険料率について、令和６年度から 1,000 分の１（0.1％）の引き下げ

となりました。簡単に、被保険者と事業主の負担の内訳を整理しておきます。 

令和６年改正育児・介護休業法 就業規則（育児・介護休業規程）の 
見直しなどはお済みですか 

いわゆる令和６年改正育児・介護休業法の施行期日（令和 7 年 4 月１日・同年 10 月 1 日）が近づいてき

ました。この改正に伴い、就業規則（育児・介護休業規程）・社内様式の見直しや、個別周知・意向確認など

の準備が必要となります。どのような改正規定があるのか？ 今一度、確認しておきましょう。 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和６年改正育児・介護休業法 改正規定のおさらい・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

★施行期日までの対応の参考になるものとして、厚生労働省から「育児・介護休業等に関する規則の規定例」が

公表されています。その規定例を見てみたい、見てみたが自社用にどのようにアレンジすればよいのか分からな

いなど、この改正への対応にお困りの場合は、気軽にお声掛けください。 

 

 

 

＜令和７年４月１日施行分＞ 

□ 子の看護休暇の見直し ◆                                                              □ 介護休暇を取得できる労働者の要件緩和 ◆ 

□ 育児のための所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大 ◆  □ 育児のための所定労働時間の短縮措置の代替措置追加 ◆ 

□ 育児のためのテレワーク導入の努力義務化 ◆                          □ 介護のためのテレワーク導入の努力義務化 ◆ 

□ 介護離職防止のための雇用環境整備、個別周知・意向確認等の措置の義務付け ★ 

□ 育児休業取得状況の公表義務適用拡大（従業員数：1,000 人超の企業→300 人超の企業） 

＜令和７年 10月１日施行分＞ 

□ 柔軟な働き方を実現するための措置の義務化 ◆ 

□ 柔軟な働き方を実現するための措置の個別周知・意向確認の義務付け ★ 

□ 仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮の義務付け ★ 

注．◆が付いた改正規定は、厚生労働省のモデル規則（育児・介護休業等に関する規則の規定例［詳細版］）において、

改定が行われているもの。 

注．★が付いた改正規定は、厚生労働省のモデル規則において、改定が行われているほか、個別周知・意向確認などの 

ため、労働者に配布する資料（参考様式）が用意されているもの。 

●令和７年度の雇用保険の保険料率と負担の内訳 〔   〕は令和６年度の率 



◆あとがき◆ 少しずつ暖かくなり、過ごしやすくなってまいりましたが、これから花粉の季節になりますので

ご自愛ください。 

上記ご案内の通り、育児介護休業法が大幅改正となります。育児介護休業規程の改定と法改正セミナーについて別

途ご案内しておりますのでご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/10 ● 2 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

 3/17 ● 2024 年分の所得税、個人住民税、個人事業税、贈与税の確定申告期限 

3/31 ● 2 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

● 1 月決算法人の確定申告と納税・7 月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 

● 4 月・7 月・10 月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで） 

● 個人事業者の消費税・地方消費税の確定申告 

「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 47 号）」により、雇用保険法の

一部が改正され、出生後休業支援給付金、育児時短就業給付金という新たな給付金が創設されました（いずれ

も、令和７年４月１日施行）。今回は、そのうち、「出生後休業支援給付金」の概要を取り上げます。 

★本年４月からの給与計算に影響が出てくる内容ですので、対応を怠らないようにしましょう。なお、雇用保険

に関する保険料のうち、雇用保険二事業に充てる部分は、その全額を事業主の方々が負担しています（前ページ

の「雇用保険の保険料率と負担の内訳」参照）。 

保険料を負担しているわけですから、活用できる助成金があるのなら、活用しないと損ですね。助成金につい

ても、令和７年度に向けた新しい情報が徐々に公表されることになると思われます。必要なものについては、適

時お伝えするようにします。 

 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・「出生後休業支援給付金」の概要（厚労省のリーフレットを紹介）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

お仕事 

カレンダー 

3月 

雇用保険の新設給付➀ 

令和７年４月から「出生後休業支援給付金」の支給がスタート 

★この出生後休業支援給付金、支給申請手続は、原則として、被保険者が事業主を経由して行うこととされて

おり、企業としても、知っておかなければならないところです。 

厚生労働省からは、その支給申請手続に関するパンフレットや必要な書類も公表されていますので、必要で

あれば、気軽にお声掛けください。その説明もさせていただきます。 

 


